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実態調査の概要 

 

（１）調査の趣旨 

 

「宇和島市中小企業者等＊振興基本条例（仮称）」および「同振興計画」の制定及び策定

並びに中小企業者等向け施策の検討にあたり、その前段として、市内中小企業者等の実態を

把握するため実態調査を行ったもの。（ただし、実態調査の対象に起業予定者は含まない。） 

 

＊中小企業者等・・・中小企業者（個人事業主含む）、中小企業者の団体、起業予定者 

 

 

（２）アンケート調査 

 

実施時期 

 平成２９年１月１０日～１月２５日 

 

対象 

 市内中小企業者（個人事業主含む）、中小企業者の団体の内、２，０００件 

 

対象選定方法 

 平成 26 年実施の経済センサスのデータを基にし、ランダム抽出 

 

 

（３）ヒアリング調査 

 

実施時期 

 平成２９年２月１日～３月３１日 

 

委託先 

ヒアリング調査の実施については、以下の団体に委託し実施。 

 

 宇和島商工会議所 １１３件 

 吉田三間商工会   １６件 

津島町商工会    ７５件 
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対象 

 市内中小企業者（個人事業主含む）、中小企業者の団体の内、２０４件 

 

対象選定方法 

 委託先による任意選定 

 

 

 

 

※（２）アンケート調査、（３）ヒアリング調査について、以下の事業所は対象から外し

た。 

 

１ 本社以外の事業所 

２ 大企業または大企業の子会社 

３ 中小企業基本法上の会社にあたらないもの 

社会福祉法人、福祉法人、医療法人、特定非営利活動法人、社団法人、財団法人、

公益社団法人、公益財団法人、学校法人、宗教法人、農事組合法人、農業法人、組

合（協同組合、生活協同組合、中小企業等協同組合法に基づく組合等）、有限責任

事業組合、その他（労働組合、信用金庫） 

４ すでに廃業している事が明らかな事業者 

５ 公序良俗に反する事業所 
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調査結果 

 

 

（１）アンケート調査 

 

 

送付件数 不達件数 実送付件数 回答件数 回答率 

２，０００ ５７ １，９４３ ６１０ ３１．４％ 

※回答率については、小数点以下第二位四捨五入 

 

回答件数内訳（地域別） 

 

宇和島商工会議所管内 ４６０件 

吉田三間商工会管内  ９０件（うち吉田町５６件、三間町３４件） 

津島町商工会管内  ６０件  

計   ６１０件 

 

回答件数内訳（業種別） 

 

業種 件数 回答割合 

農業・林業  １０  １．６％ 

漁業  １２  ２．０％ 

鉱業、砕石業、砂利採取業   １  ０．２％ 

建設業  ６６ １０．９％ 

製造業  ４３  ７．１％ 

電気・ガス・熱供給・水道業  １３  ２．１％ 

情報通信業   ０  ０．０％ 

運輸業、郵便業  １８  ３．０％ 

卸売業、小売業 １７０ ２８．０％ 

金融業、保険業   ２  ０．３％ 

不動産業、物品賃貸業  ３４  ５．６％ 

学術研究・専門・技術サービス業  ２６  ４．３％ 

宿泊業、飲食サービス業  ６０ １０．０％ 

生活関連サービス業、娯楽業  ２１  ３．５％ 
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教育・学習支援業  １５  ２．５％ 

医療・福祉業  ４１  ６．８％ 

複合サービス事業   ４  ０．７％ 

サービス業（他に分類されないもの）  ７０ １１．５％ 

計 ６０７ １００％ 

※端数処理の関係で各項目の合計が１００％と一致しない場合あり。以下同様。 

※未回答の記載等あるため、回答件数６０８件と一致しない。以下同様。 

 

○事業規模（資本金）について 

 

個人事業主が半数を超え、ごく小規模な事業者が多数であることがわかる。 

 

事業規模（資本金） 件数 回答割合 

個人事業主  ３２３  ５３．８％ 

１００万円未満   １９   ３．２％ 

１００～２９９万円   ２０   ３．５％ 

３００～４９９万円   ６７  １１．２％ 

５００～９９９万円   ５２   ８．７％ 

１０００～４９９９万円  １０７  １７．８％ 

５０００～９９９９万円    ９   １．５％ 

１億円以上    ２   ０．３％ 

計  ６００ １００％ 

※個人事業主と別の欄を両方チェックしているものは、すべて個人事業主とした。 

 

○受注販売形態 

 

ほぼ元請・消費者への直販としている事業者が多く、元請への依存度合いは低い。 

 

受注販売形態 件数 回答割合 

ほぼ元請・消費者への直販  ２９７  ６０．３％ 

一部下請・直販あり   ５３  １０．７％ 

下請けのみ   ２９   ５．９％ 

その他  １１４  ２３．１％ 

計  ４９４ １００％ 
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○従事者数 

 

３人未満・３～９人を足すと全体の８割を超え、極めて小規模な事業者が多数であること

がここからもわかる。 

 

従事者数 件数 回答割合 

３人未満  ３１４  ５４．５％ 

３～９人  １５０  ２６．０％ 

１０～２９人   ７５  １３．０％ 

３０～９９人   ２８   ４．８％ 

１００人以上   １０   １．７％ 

計  ５７８ １００％ 

 

○従事者数の増減および過不足 

 

介護関係の事業所を中心に従事者数が増加した事業者が見られる一方、減少傾向にある

ものが２割を超えた。人員が過剰と回答した事業者はわずか２％程度しかおらず、不足と回

答した事業者が２７％を超えた。近年、急速に進む人材不足により、適正な従事者数を確保

できない事業者が増加してきている。 

 

従事者数の増減 件数 回答割合 

増加傾向  ３７   ７．３％ 

横ばい傾向 ３６０  ７１．１％ 

減少傾向 １１０  ２１．７％ 

計 ５０８ １００％ 

 

従事者数の過不足 件数 回答割合 

過剰  １１   ２．３％ 

適正 ３３５  ７０．６％ 

不足 １２９  ２７．１％ 

計 ４７６ １００％ 

 

○求人募集 

 

求人募集を行っている事業者が３割強もあり、フルタイム職の募集を行っている事業者
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も多い。人材獲得意欲は極めて旺盛である。ただし、上述したように従事者数の不足を感じ

ている事業者は多く、求人がなかなか充足していない状況が見受けられる。 

募集先はハローワークが圧倒的であるが、縁故による募集も多い。「学校への照会」が７．

５％しかなく、新卒者に対する求人はあまり多くない。 

 

求人募集 件数 回答割合 

行っている １８９  ３１．１％ 

行っていない ４１８  ６８．９％ 

計 ６０７ １００％ 

 

求人募集の内訳 件数 回答割合 

フルタイム・パートタイム両方  ８６  ３７．１％ 

フルタイムのみ １００  ４３．１％ 

パートタイムのみ  ４６  １９．８％ 

計 ２３２ １００％ 

 

求人募集方法 件数 回答割合 

ハローワーク １３２ ４６．５％ 

就職情報誌   ９  ３．２％ 

自社広告  １７  ６．３％ 

自社ホームページ  １７  ６．３％ 

学校への照会  ２１  ７．４％ 

就職サイト   ９  ３．２％ 

縁故  ６４ ２２．５％ 

その他  １３  ４．６％ 

計 ２８４ １００％ 

 

 

○売上高・営業利益の傾向（直近３年間） 

 

増加傾向にある事業者は８％強しかいない一方、減少傾向にある事業者が５０％を超え、

市内事業者の厳しい状況が表れている。 

 

売上高の傾向（直近３年間） 件数 回答割合 

増加傾向   ４９   ８．４％ 
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横ばい傾向  ２１５  ３７．１％ 

減少傾向  ３１６  ５４．５％ 

計  ５８０ １００％ 

 

営業利益の傾向（直近３年間） 件数 回答割合 

増加傾向   ４０   ７．２％ 

横ばい傾向  １９３  ３４．８％ 

減少傾向  ３２１  ５７．９％ 

計  ５５４ １００％ 

 

○売上高の傾向（直近３年間：業種別） 

 

全体的に厳しい状況となっており、特に「卸売業、小売業」、「生活関連サービス業、娯楽

業」、「教育・学習支援業」、「サービス業（他に分類されないもの）」など、当市および近隣

を商圏とする業種は極めて厳しい結果となっている。人口減少により経済規模が急速に縮

小していることが影響していると考えられる。一方、「農業・林業」、「漁業」、「製造業」、「運

輸業、郵便業」などは比較的堅調さを保っている。 

 

売上高の傾向（直近３年間：業種別） 増加傾向 横ばい傾向 減少傾向 

農業・林業  ２  ６   ２ 

漁業  １ １０   １ 

鉱業、砕石業、砂利採取業  ０  ０   １ 

建設業  ７ ３１  ２７ 

製造業  ９ １８  １４ 

電気・ガス・熱供給・水道業  ０  ２  １０ 

情報通信業  ０  ０   ０ 

運輸業、郵便業  ４  ９   ５ 

卸売業、小売業 １１ ４４ １０９ 

金融業、保険業  ０  ０   ２ 

不動産業、物品賃貸業  １ １９  １３ 

学術研究・専門・技術サービス業  ３  ８  １５ 

宿泊業、飲食サービス業  ３ ２３  ３４ 

生活関連サービス業、娯楽業  １  １  １６ 

教育・学習支援業  ０  ６   ７ 

医療・福祉業  ５ １５  １８ 
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複合サービス事業  １  ０   ２ 

サービス業（他に分類されないもの）  ３ ２２  ４０ 

 

○売上高・営業利益が増加した要因（複数回答可） 

 

「顧客ニーズ変化への対応」や「取引先の増加（新規開拓等）」を挙げる事業者が多かっ

た。「景気好転」や「原材料・燃料費・仕入単価の低下」など外部環境の好転を理由とした

ものは少なかった。厳しい外部環境が続くが、一部の事業者は自主努力によって売上高や営

業利益の増加を図っていると推察される。 

 

売上高・営業利益増加の要因 件数 回答割合 

景気好転   ６   ５．４％ 

他分野進出・新事業展開   ９   ８．０％ 

新商品・サービスの開発   ８   ７．１％ 

顧客ニーズ変化への対応  ２１  １８．８％ 

原材料・燃料費・仕入単価の低下   ４   ３．６％ 

社員スキル向上・後継者成長   ５   ４．５％ 

広告・宣伝の効果   ８   ７．１％ 

付加価値向上   ８   ７．１％ 

雇用者数減・賃金カット   １   ０．９％ 

新技術・ＩＴ等導入   ３   ２．７％ 

他業者との協業   ６   ５．４％ 

不採算部門撤退   ３   ２．７％ 

取引先の増加（新規開拓等）  １９  １７．０％ 

その他   ９   ８．０％ 

わからない   ２   １．８％ 

計  ５９ １００％ 

 

○売上高・営業利益が減少した要因（複数回答可） 

 

「景気悪化」、「人口減少」を挙げる事業者が多く、当地の景況および人口減少が地域の事

業者に大きな影響を与えていることがわかる。また、「需要（市場）縮小」、「競争激化」を

挙げる割合も高く、少なくなる需要を奪い合わざるをえない状況となっている。 

その他の回答として、経営者の高齢化を挙げる声もあった。 

 



10 

 

売上高・営業利益減少の要因 件数 回答割合 

景気悪化 １６９  ２１．８％ 

他分野進出・新事業展開不調   ４   ０．５％ 

新商品・サービスの開発不調   ６   ０．８％ 

顧客ニーズ変化への対応難  ７４   ９．６％ 

原材料・燃料費・仕入単価の増加  ６３   ８．１％ 

労働力不足・社員スキル不足  １８   ２．３％ 

人口減少 １３０  １６．８％ 

建物・設備老朽化  ２２   ２．８％ 

雇用者数増・賃金増  １１   １．４％ 

競争激化  ７４   ９．６％ 

需要（市場）縮小  ７７   ９．９％ 

生産性悪化   ３   ０．４％ 

取引先の減少（廃業等）  ６８   ８．８％ 

その他  ４３   ５．６％ 

わからない  １２   １．６％ 

計 ７７４ １００％ 

 

○経営意向（複数回答可） 

 

売上高・営業利益の項目で「増加傾向」と回答した事業者を中心に、「現事業の拡大」を

選択する事業者が一定割合いたのは好材料であるが、「現事業の現状維持」が６０％にもな

るなど、事業の維持が精一杯の状況となっている。 

「業種転換・新分野進出」や「移転」により活路を見出そうとする事業者より、「現事業

の縮小」、「閉鎖・廃業」の方向性に向かう事業者が多いという残念な結果となっている。 

 「合併・Ｍ＆Ａ」や「譲渡」など事業の承継につながる動きはあまり見られない。 

 

経営意向 件数 回答割合 

現事業の拡大  ７２  １１．４％ 

現事業の縮小  ４７   ７．４％ 

現事業の現状維持 ３８１  ６０．１％ 

業種転換・新分野進出  ２７   ４．３％ 

合併・Ｍ＆Ａ   ９   １．４％ 

移転  １０   １．６％ 

閉鎖・廃業  ７４  １１．７％ 
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譲渡   ７   １．１％ 

その他   ７   １．１％ 

計 ６３４ １００％ 

 

○課題（複数回答可） 

 

「従業員の人材確保・育成が進んでいない」および「後継者がいない」という項目で示さ

れている、人材面での課題を挙げる事業者が多い。 

また、「新規顧客獲得できていない、既存のお得意様減少」および「需要（市場）縮小」

といった項目で示されている、需要減少の課題も大きい。 

なお、近年の円安傾向や資材高を反映して、「原材料・燃料費・仕入単価等が上昇してい

る」との回答も目立った。 

 

経営意向 件数 回答割合 

従業員の人材確保・育成が進んでいない １４４  １２．１％ 

後継者がいない １６５  １３．９％ 

原材料・燃料費・仕入単価等が上昇している １３０  １１．０％ 

取引先からの要求に対応できない   ７   ０．６％ 

顧客ニーズの変化に対応できていない  ３９   ３．３％ 

新規顧客獲得できていない、既存のお得意様減少 １５１  １２．７％ 

需要（市場）縮小 １４６  １２．３％ 

新しい技術およびサービスの導入、開発進まず  ２１   １．８％ 

営業力不足  ８３   ７．０％ 

企業・事務所名の認知不足、信用度不足  １２   １．０％ 

建物、施設、設備等の老朽化  ８５   ７．２％ 

他事業者との競争が激化している １１１   ９．４％ 

資金繰りが厳しい  ６２   ５．２％ 

その他  ３１   ２．６％ 

計 １１８７ １００％ 

 

○市施策案に対する反応（複数回答可） 

 

人材不足を反映して「人材育成に対する補助」、「プロフェッショナル人材確保に対する補

助」の活用を希望する事業者が多かった。また、「販路開拓に対する補助」や「ネットショ

ップ出店・開設・改良に対する補助」も高い関心が示され、圏域外への販路拡大意向が高く
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あることも分かった。また、既存事業の不調から、「事業新展開に対する補助」を選択する

事業者も多かった。 

その他としては、老朽化した店舗や設備の改修に対する補助を求める声が多かった。 

 

市施策案に対する反応 件数 回答割合 

販路開拓に対する補助  ４１  １１．６％ 

人材育成に対する補助  ７０  １９．８％ 

産業財産権取得に対する補助   ２   ０．６％ 

デザイン企画・制作に対する補助  ２２   ６．２％ 

ネットショップ出店・開設・改良に対する補助  ３９  １１．０％ 

創業に対する補助  １４   ４．０％ 

プロフェッショナル人材確保に対する補助  ３９  １１．０％ 

大学新卒者人材確保に対する補助  １３   ３．７％ 

事業新展開に対する補助  ５２  １４．７％ 

特産品開発に対する補助  １９   ５．４％ 

その他  ４３  １２．１％ 

計 ３５４ １００％ 
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（２）ヒアリング調査 

 

 

ヒアリング件数内訳（地域別） 

 

宇和島商工会議所管内 １１３件 

吉田三間商工会管内  １６件（うち吉田町１０件、三間町６件） 

津島町商工会管内  ７５件  

計   ２０４件 

 

回答件数内訳（業種別） 

 

業種 件数 回答割合 

農業・林業   ０  ０．０％ 

漁業   １  ０．５％ 

鉱業、砕石業、砂利採取業   ０  ０．０％ 

建設業  ２０  ９．９％ 

製造業  ２３ １１．４％ 

電気・ガス・熱供給・水道業   ６  ３．０％ 

情報通信業   ０  ０．０％ 

運輸業、郵便業   ３  １．５％ 

卸売業、小売業  ８４ ４１．６％ 

金融業、保険業   ２  １．０％ 

不動産業、物品賃貸業   １  ０．５％ 

学術研究・専門・技術サービス業  １２  ５．９％ 

宿泊業、飲食サービス業  １８  ８．９％ 

生活関連サービス業、娯楽業  ２０  ９．９％ 

教育・学習支援業   ３  １．５％ 

医療・福祉業   ５  ２．５％ 

複合サービス事業   ０  ０．０％ 

サービス業（他に分類されないもの）   ４  ２．０％ 

計 ２０２ １００％ 

※端数処理の関係で各項目の合計が１００％と一致しない。 

※未回答の記載等あるため、回答件数２０４件と一致しない。 
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主な意見 

 

○売上高・営業利益の傾向（直近３年間） 

 

業種（詳細） 意見 

個人商店 年々減少傾向。27年に 1000万円をきり、消費税も免税になりました。人口減

少のため売上ダウン。顧客の死亡、減少。大型店の安売りで売上が減少。 

製核業者 東京オリンピックが決まって真珠産業も多少の上向き傾向にある。同業者の

減少により単価の上昇も有り。売上は伸びている。 

 

建築コンサルタント 景気が少し回復している感はあるが、ほぼ横ばい状況である。 

 

自動車販売 客層の高齢化、若い客層の減少により客数の激減により売上、利益とも減

少。 

 

美容室 多少減少気味のように思います。 

お客様の中にはパーマの回数が減り、カットだけの回数が増えた方もいらっ

しゃいます。 

機械製造 売上、利益ともに伸びている。 

御荘のほうからの受注が増えている。 

菓子製造販売 増えた。 

町内にあった他店撤退の為。 

衣料品販売 売上は 10％減。年齢層は 40代～80代が主。 

高速道路利用・大型店・ネット利用・商店の減少などさまざまな要因がある

と思われる。 

金属加工 売上、利益とも増加。 

取引先増加。 

市内に同業者がいない。 

呉服店 かつては人や自転車が行きかい賑わいをみせていた商店街ですが、高速道路

の開通を機に消費者が若者を中心に松山や近郊の大型商業施設に流れる様に

なり、ここ数年来街者は著しく減少しています。 

当社の販売商品は生活必需品でないこともあり、6年前の東日本大震災を境に

売上高は減少し、その後は横ばい状態です。 
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菓子製造販売 毎年徐々に売上が上がっている。 

バッグ販売 ネット通販を始めて 10年。こちらも順調に無理なく伸ばしているので、全国

的な売れ筋商品を実店舗にも展開でき、共に相乗効果でいい影響がある。 

旅行業 当社は、旅行業を営んで 40年以上になります。主に修学旅行中心に営業して

いますが、学校数の減少・競争激化により利益率が下がっています。 

また、一般企業等の旅行もインターネット利用等により減少傾向です。 

自動車整備 売上高 20％増であるが、昨年度からの新規部門取組、事業開始に伴う先行投

資及び人件費、広告宣伝費が増額しているため、利益の伸びは比例していな

い。 

蒲鉾店 売上が年々減少している。 

売上アップの取組としては、今までしてこなかった営業活動。ねらい目は高

級スーパーになると思うが、営業に関するノウハウがない。 

金物店 真珠業は衰退しみかん農家もだんだん減っていき、建築業も機械化していき

道具を使って作業をすることが減ってきたことが、売上減につながっていま

す。現在では比べ物にならない程売り上げは下がっていますが、当店ならで

はの努力は微力ながら行っていきます。 

 

○貴事業所の経営意向 

 

業種（詳細） 意見 

農機販売 

 

後継者がいないので、やれるだけ。 

酒屋 現在、後継者がいないため、廃業する可能性が高い。息子が退職後、継ぐ意

志があれば継続するかも。 

美容室 廃業して、夫の事業に重きを置きたい。 

機械製造 できる限り続けていきたい。 

将来、息子への継承も考えているが、息子との話し合いができていない。 
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介護福祉 Ｈ29年～デイサービス開始。 

将来的には愛南町・西予市・鬼北町にデイサービス施設を建てたい。 

海外にも興味。 

農業関連資材販売 経営者は妻と母、本人の家族経営で、店舗兼住宅は個人所有の為事業譲渡も

難しい。 

菓子製造販売 3年前から息子が後継者として従事している。 

機械製造 当社は企業との取引が多く、新規顧客は口コミで増えていっている。商圏は

全国としており、地域によって魚種が違うので､魚種に合わせた調整が必要と

なっている。細かい調整をしっかりと丁寧にしていることで新規のお客様か

らの問合せが入ってきている。 

今後もお客様の要望に応えられる会社でありたいと考えている。 

靴屋 一応、現状のまま頑張り、現状で無理だと判断せざるを得ない場合。弊店、

得意とする商品構成のみとし、より一層経費節減に努力するしかないと思っ

ている。 

自転車屋 規模の拡大はありえない。 

子供は他の職業についている。雇用は考えていない。 

個人商店 現状維持を目標に経営を考えていますが、経費削減のため従業員の雇用期間

の短縮などを行い、営業利益を維持していきたいと考えています。 

事業の継続につきましては、息子も他業種に従事してしまい今は後継ぎがい

ない状態にありまして厳しいと思っています。 

 

○貴事業所の抱える課題 

 

業種（詳細） 意見 

建築業 

 

建築業界は費用が高額であるため、消費税が上がれば確実に仕事もなくなっ

てくる。 

酒屋 現在、後継者がいないため、廃業する可能性が高い。息子が退職後、継ぐ意

志があれば継続するかも。 
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ガス販売 オール電化、IＨの普及によるガス使用料減少。 

商圏の人口減少、高齢化によるガス使用料減少。 

スーパー、コンビニの総菜、冷凍食品の普及。 

畳屋 設備等まとまった経費が必要な際の資金の捻出。 

需要が低下している中での売上の確保をどうするか。 

カメラ店 時代がデジタル化により、専門的な事が一般消費者にも簡単にできるように

なり、私たちの専門的事業が必要とされなくなった。 

土木 人手不足。 

衣料品販売 高級品ばかりでなく、手頃な物を品数多く目先を変える為、ディスプレイを

変更したりするが商店街自体の来客数が少ない為、売上にはつながらない。 

文具店 人口の大幅な減少による将来への不安等により設備投資等、前向きに取り組

めない。 

写真館 （短期的） 

忙しすぎて従業員の負担が過大になり、モチベーションが低下している。 

余裕をもった仕事が実現出来ると、考える時間もて、モチベーションアップ

が図られる。仕事に工夫改善がなされると仕事の効率が上がり、お客様に感

動が与えられると思っている。 

（長期的） 

事業継承問題。 

パン製造販売 工場施設の老朽化が著しいが、資金不足の為、改善するのも難しい。 

印刷業 従業員は若い人材が少なく、今後従業員の入れ替わりが進んでいく。若い人

材の雇用も考えている。 

給料が低いため、人材が育つ前に退職してしまう。 

従業員が仕事にやりがいを持てるよう、考えている。 

建築 職人不足、若手従業員の育成。 
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飲食店 仕入れ単価や最低賃金の上昇、消費税の増税の中、価格転嫁できていないた

め、価格に反映できるようにする。 

 

○従事者の過不足状況 

 

業種（詳細） 意見 

建築業 

 

職人不足と高齢化により、仕事の出来る人がいなくなる。若い人の育成が大

切だが、なかなか難しい点が多い。 

豆腐店 仕事がないので、今のままで十分。 

鉄工所 1～2名増やしたいが給与の面で無理。 

介護福祉 現状はぎりぎり足りている。 

誰でも採れば良いというわけではないのが採用する上での課題。 

自転車屋 売上を上げる為にもスタッフ（従業員）の増強が必要と考えるが、逆に、経

費として加算される以上の効果を上げられるかどうか。スタッフ採用を慎重

に検討が必要と考える。 

運輸 当社は今現在、どうにか必要な従業員は確保できておりますが、今後は不明

であります。よってハローワーク、自治体企業間で人材を確保しやすいネッ

トワーク等の構築をしていただきたいです。 

縫製業 不足。 

保険代理店 現在、営業（役員を含めて）5名で活動中であるが、現状では 1・2名増員が

必要。 

10年後は 10名前後を目標。 

ギフトショップ 忙しい月とそうでない月とで変形労働時間を取り入れてはおりますが、月と

月とのギャップが大きく、7月、12月は平均の 1.5～1.6倍の人時生産性とな

り、社員不足が課題となる。毎年大卒の新規採用を計画していますが、企業

に魅力がないのか、Ｕターンの減少か、宇和島での人員確保は大変困難であ

るように思う。 
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介護福祉 従業員不足の部門を他の部門でカバーしている現状なので、部門ごとの経営

状況に応じた適正人数にすべく対策を講じているところである。 

機械製造 現在、従業員を募集しているものの、人材がおらず問題となっている。 

求めている人材は、長期従事してもらえる若い男性である。 

今後、注文数の増加が続けば、増やしていく予定ではあるが、人材がすぐに

見つからないため、人材の確保について対策を考えていく予定である。 

自動車部品販売 拠点の統廃合は必要になってくるので、商圏を広げない限り現状の人員を維

持することは難しくなってくる。 

タクシー会社 どの事業所でも不足している若年のドライバーがいない。国の免許取得の補

助金を事業所に出してほしい。 

 

 

 

 

 

（３）結果まとめ 

 

市内事業者の苦境がこのアンケート結果に表れた。 

売上高・営業利益の減少傾向は５割を超え、人材も不足している。経営者の高齢化を嘆く

声や後継者がいないとの回答も多い。経営に前向きな意見はあまり見られない。 

商圏が小さい場合が多い第３次産業にあたる業種は苦境が特に顕著で、人口減と需要縮

小が大きな原因と考えられる。 

ただし、第１次産業、第２次産業にあたる業種は比較的堅調な業績を保っており、経営拡

大意向を持つ事業者も多かった。これらの業種が地域内経済を牽引することを期待したい。 

なお、このアンケートは、２６年度に行った経済センサスのデータを基に送付先を選定し

たが、２年経過した現時点で、５％にあたる約２００件の事業所が既に閉鎖または廃業され

ていることがわかった。事業者数の減少は地域経済の低迷を表しており、この数字には慄然

とせざるを得ない。 

上述したように、市内事業者に共通する大きな課題は、人材不足と需要縮小の２点である。 

この課題を克服するためには、人材流出防止や外部人材獲得および圏域外への販路拡大

が不可欠である。市としては、これらに取り組む事業者の支援を積極的に行い、市内事業者

の支えとなることが必要である。 



事業所名 代表者名

郵便番号 調査回答者名

所在地

電話番号 ＦＡＸ番号

メールアドレス

ホームページURL

創業年（和暦） 年

□　個人事業主 □　５００～９９９万円

□　１００万円未満 □　１，０００～４，９９９万円

□　１００～２９９万円 □　５，０００～９，９９９万円

□　３００～４９９万円 □　１億円～

□　農業、林業 □　情報通信業 □　宿泊業、飲食サービス業

□　漁業 □　運輸業、郵便業 □　生活関連サービス業、娯楽業

□　鉱業、砕石業、砂利採取業 □　卸売業、小売業 □　教育、学習支援業

□　建設業 □　金融業、保険業 □　医療、福祉業

□　製造業 □　不動産業、物品賃貸業 □　複合サービス事業

□　電気・ガス・熱供給・水道業 □　学術研究、専門、技術サービス業 □　サービス業（他に分類されないもの）

□　ほぼ元請・消費者への直販 □　３人未満

□　一部元請・直販あり □　３～９人

□　下請のみ □　１０～２９人

□　その他 □　３０～９９人

□　１００人以上

主な製品・商品・サービス

資本金

当てはまるものにチェックしてください。

業種（売上高が最も多い部門）

当てはまるものにチェックしてください。

受注・販売形態

当てはまるものにチェックしてください。

従事者数
（事業主、家族従業員、役員を
含む）

当てはまるものにチェックしてください。

宇和島市中小企業実態調査　調査票

この調査は、宇和島市が中小企業向けの振興施策を検討するための基礎資料とするものです。

本調査で収集したデータは上記の目的のために使用し、他の用途に使用いたしません。

調査結果は集計して公表する予定ですが、個々の事業所名は公表しません。

この調査は、平成29年1月1日を基準としてご記入ください。

調査票は平成29年1月25日（水）までに返送をお願い申し上げます。

貴事業所の基礎情報について



売上高 □　増加傾向 □　横ばい傾向 □　減少傾向

営業利益 □　増加傾向 □　横ばい傾向 □　減少傾向

□　景気好転 □　他分野進出・新事業展開 □　新商品・サービスの開発 □　顧客ニーズの変化への対応

□　原材料・燃料費・仕入単価の低下 □　社員スキル向上・後継者成長 □　広告・宣伝の成果 □　付加価値向上

□　雇用者数減・賃金カット □　新技術・IT等導入 □　他業者との協業 □　不採算部門撤退

□　取引先の増加（新規開拓等） □　わからない

□　景気悪化 □　他分野進出・新事業展開不調 □　新商品・サービスの開発不調 □　顧客ニーズの変化への対応難

□　原材料・燃料費・仕入単価の増加 □　労働力不足・社員スキル低下 □　人口減少 □　建物・設備老朽化

□　雇用者数増・賃金増 □　競争激化 □　需要（市場）縮小 □　生産性悪化

□　取引先の減少（廃業等） □　わからない

□　現事業の拡大 □　現事業の縮小 □　現事業の現状維持 □　業種転換・新分野進出

□　合併・M&A □　移転 □　閉鎖・廃業 □　譲渡

従事者数 □　増加傾向 □　横ばい傾向 □　減少傾向

従事者数 □　過剰 □　適正 □　不足

雇用形態 □　フルタイム □　パートタイム

□　ハローワーク □　就職情報誌 □　自社広告

□　自社ホームページ □　学校への照会 □　就職サイト（リクナビ・マイナビ等）

□　縁故

□　建物、施設、設備等の老朽化 □　他事業者との競争が激化している

□　資金繰りが厳しい □　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

募集方法

□　取引先からの要求に対応できない

□　顧客ニーズの変化に対応できていない □　新規顧客獲得できていない、既存のお得意様減少

□　需要（市場）縮小

問３．（問１で減少傾向に１つでもチェックをつけられた方のみ）減少の要因として当てはまるものにチェックしてください。【複数選択
可】

□　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

□　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

□　従業員の人材確保・育成が進んでいない □　後継者がいない

問４．貴社の経営意向として当てはまるものにチェックしてください。【複数選択可】

貴事業所の経営の現状について

問１．直近３年間の売上高・営業利益の傾向として当てはまるものにチェックしてください。

□　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

□　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

問２．（問１で増加傾向に１つでもチェックをつけられた方のみ）増加の要因として当てはまるものにチェックしてください。【複数選択
可】

□　原材料、燃料費、仕入価格等が上昇している

□　新しい技術およびサービスの導入、開発進まず

□　営業力不足 □　企業・事務所名の認知不足、信用度不足

問７．従事者数の過不足について当てはまるものにチェックしてください。

問５．貴社の抱える課題として当てはまるものにチェックしてください。【複数選択可】

問６．直近3年間の従事者数の増減傾向として当てはまるものにチェックしてください。

問８．（新たな求人を予定・検討している方のみ）雇用形態および求人募集方法として当てはまるものにチェックしてください。
【複数選択可】



項目 補助金の上限額

□　販路開拓に対する補助 上限５０万円まで

□　人材育成に対する補助 上限２０万円まで

□　産業財産権取得に対する補
助

上限５０万円まで

□　デザイン企画・製作に対す
る補助

上限５０万円まで

□　ネットショップ出店・開設・改
良に対する補助

上限５０万円まで

□　創業に対する補助 上限５０万円まで

□　プロフェッショナル人材確保
に対する補助

上限１５０万円まで

□　大学新卒者人材確保に対
する補助

上限５０万円まで

□　事業新展開に対する補助 上限１００万円まで

□　特産品開発に対する補助 上限１００万円まで

□　（　　　　　　　　　　　　　　　　）

　プロフェッショナル人材を雇い入れるために係る費用

　主として大学または大学院新卒者を採用する目的で行った宣伝（就職
サイト登録費など）や就職説明会に係る費用

　ネットショップ出店・開設時に係る初期費用および既存のものを改良す
る場合に係る費用

　＜市が実施する特定創業支援事業を受け証明書が交付された方のみ
対象＞
　証明書交付後に、実際に市内で創業した場合、創業に係る費用
　※第二創業含む

　新分野への進出、新製品・技術の研究・開発に係る費用

　販路開拓を目的とした市外展示会・商談会等への出展に係る費用（海
外も含む）

　公的な団体や研修機関等が実施する研修の受講、講師を招聘して行う
研修会の開催に係る費用

　特許権、実用新案件、意匠権および商標権の取得に係る費用

　市内の地域資源や特性を生かした特産品の新規開発に係る費用

　新たなパッケージデザイン等デザインの企画・製作に係る費用

対象経費

【自由記入】
「こういった面で市の支援（補助）がほしい。」というものがありましたら以下に記入して下さい。上記の各項目を一部修正したものでも
可。

市の施策および市に期待することについて

問９．宇和島市は平成29年度より中小企業向けの補助制度創設を検討しています。
以下の項目の内、活用してみたいと思うものにチェックしてください。【市が半額補助】



〒７９８－８６０１　宇和島市曙町１番地

宇和島市役所商工観光課　商工係　担当　小櫻

電話　０８９５－４９－７０２３　　　ＦＡＸ　０８０５－２５－４９０７　　　メール　shoko2@city.uwajima.lg.jp

＜返送の際には、三つ折りにして同封の返信用封筒に入れ、お送り下さいますようお願いいたします。＞

問１１．今後、宇和島市からのメールでの情報発信（不定期）を希望されますか。

□　希望する □　希望しない

以上で、アンケート調査は終了です。お忙しい中、ご協力ありがとうございました。

【本アンケート調査の返信先およびお問い合わせ先】

ヒアリング調査について

後日、ヒアリング調査へのご協力をお願いする場合があります。その節は、ぜひご協力を賜りますようお願い申し上げま
す。

【ヒアリング調査実施機関（市委託）】

宇和島商工会議所、吉田三間商工会、津島町商工会

問１０．今後、市が中小企業向けの施策を立案するにあたり、ご要望やご期待等コメントをいただけるようであれば、参考にさせてい
ただきますので、ご記入ください。



事業所名 アンケート発送番号

宇和島市中小企業実態調査　ヒアリング票

このヒアリング調査は平成２９年１月に実施した「中小企業実態調査」アンケートに加え、市内事業者の実態をより詳細に把握する
ため行っているものです。

調査結果は、宇和島市が中小企業向けの振興施策を検討するための基礎資料といたします。

本調査で収集したデータは上記の目的のために使用し、他の用途に使用いたしません。

調査結果は集計して公表する予定ですが、個々の事業所名は公表しません。

ヒアリングの実施は、宇和島市が以下の機関へ委託しております。

お手数ですが、ぜひご協力を賜りますようお願い申し上げます。

【ヒアリング調査実施機関】

宇和島商工会議所、吉田三間商工会、津島町商工会

貴事業所の基礎情報について

貴事業所の経営の現状について

問１．直近３年間の売上高・営業利益の傾向および要因（詳細）

問２．貴事業所の経営意向（詳細）



【ヒアリング調査について】

調査件数（予定）４００件・・・内訳　旧宇和島市内　２５０件、旧吉田町・旧三間町内　７５件、旧津島町内　７５件

調査方法・・・聞き取り調査

調査対象・・・宇和島市内の中小事業者、中小企業者の団体および個人事業主

【本調査に関するお問い合わせ先】

〒７９８－８６０１　宇和島市曙町１番地

宇和島市役所商工観光課　商工係　担当　小櫻

電話　０８９５－４９－７０２３　　　ＦＡＸ　０８０５－２５－４９０７　　　メール　shoko2@city.uwajima.lg.jp

問３．貴事業所の抱える課題（詳細）

問４．従事者数の過不足状況（詳細）


